
国立大学法人東京農工大学特定有期雇用職員就業規則の一部改正 

国立大学法人東京農工大学特定有期雇用職員就業規則を次のとおり改正する。 

現行 改正 備考 

国立大学法人東京農工大学特定有期雇用職員就業規則 

平成２２年８月１日 

２２ 経教 規則第６号 

第１条 この規則は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労

基法」という。）第８９条の規定及び国立大学法人東京農工大学職員就業

規則（以下「職員就業規則」という。）第４条第３項の規定に基づき、国

立大学法人東京農工大学（以下「本学」という。）に期間を定めて雇用さ

れる常勤の特任教授、特任准教授、特任講師、特任助教及び特任助手（以

下「特任教員」という。）、特任研究員並びに特任専門職員（以下「特定

有期雇用職員」という。）の就業に関し必要な事項について定めるものと

する。 

２ 略 

第２条～第３条 略 

（職員の定義及び適用範囲） 

第４条 この規則は、次の各号に定義する常時勤務を要する特定有期雇

用職員に適用する。 

一 特任教員 学長が認める特定のプロジェクト等（以下「特定プロ

ジェクト等」という。）において、教育研究に一定の期間従事する者

をいう。 

二 特任研究員 特定プロジェクト等において、専ら研究に一定の期

間従事する者をいう。 

三 特任専門職員 学長が認める高度の専門的知識又は経験を必要と

する事務、図書、技術、技能又は看護の業務（以下「特定業務」と

いう。）において、当該業務に一定の期間従事する者をいう。 

 

 

 

 

２ 略 

 

 

 

第１条 この規則は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労

基法」という。）第８９条の規定及び国立大学法人東京農工大学職員就業

規則（以下「職員就業規則」という。）第４条第３項の規定に基づき、国

立大学法人東京農工大学（以下「本学」という。）に期間を定めて雇用さ

れる常勤の特任教授、特任准教授、特任講師、特任助教及び特任助手（以

下「特任教員」という。）、特任研究員、特任専門職員並びにリサーチ・

アドミニストレーター（以下「特定有期雇用職員」という。）の就業に関

し必要な事項について定めるものとする。 

２ 省略（現行どおり） 

第２条～第３条 省略（現行どおり） 

（職員の定義及び適用範囲） 

第４条 省略（現行どおり） 

 

 一～三 省略（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

四 リサーチ・アドミニストレーター（以下「ＵＲＡ」という。） 学

長が認める高度の専門的知識又は経験を必要とする研究活動の企

画・マネジメント、成果活用促進を行う業務（以下「ＵＲＡ業務」

という。）において、当該業務に一定の期間従事する者をいう。 

２ 省略（現行どおり） 

 



第５条・第６条 略 

（雇用契約期間及び契約更新） 

第７条 特定有期雇用職員の雇用契約期間及び契約更新は、特定プロジ

ェクト等又は特定業務ごとに、次の各号に定めるところにより行う。 

一 雇用契約期間は一の会計年度（４月１日から翌年の３月３１日ま

でをいう。以下同じ。）を限度とし、当初の採用日から３年を超えな

い範囲において、契約の更新をすることができる。 

二 前号にかかわらず雇用契約期間は特定プロジェクト等又は特定業

務の存続期間に限り、当初の採用日から３年を限度とすることがで

きる。この場合において、３年を限度として１回に限り、契約の更

新をすることができる。 

三 前２号にかかわらず雇用契約期間は特定プロジェクト等又は特定

業務の存続期間に限り、当初の採用日から５年を限度とすることが

できる。この場合において、当該特定プロジェクト等又は特定業務

の存続期間に限り、５年を限度として１回に限り、契約の更新をす

ることができる。 

２ 前項の契約更新は、予算の状況及び勤務実績等を勘案し、行うもの

とする。 

第７条～第１２条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条・第６条 省略（現行どおり） 

（雇用契約期間及び契約更新） 

第７条 特定有期雇用職員の雇用契約期間は、特定プロジェクト等、特

定業務又はＵＲＡ業務の存続期間の範囲内に限り、５年の範囲内で特

定プロジェクト等、特定業務又はＵＲＡ業務ごとに定めるものとする。 

２ 特定有期雇用職員の契約更新は、特定プロジェクト等、特定業務又

はＵＲＡ業務の存続期間の範囲内に限り、予算の状況及び勤務実績等

を勘案して行うものとし、更新年限及び更新回数は、特定プロジェク

ト等、特定業務又はＵＲＡ業務ごとに定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条～第１２条 省略（現行どおり） 

（昇任） 

第１２条の２ 特定有期雇用職員の昇任については、国立大学法人東京

農工大学職員採用・昇任規程を準用する。 

２ 特任教員の昇任については、教育研究評議会の議を経るものとする。 

（配置換等） 

第１２条の３ 学長は、特定有期雇用職員に対し、業務上の必要により

配置換又は兼務（以下「配置換等」という）を命じることができる。 

２ 配置換等を命じられた特定有期雇用職員は、正当な理由がない限り

拒むことができない。 

３ 特定有期雇用職員の配置換等については、国立大学法人東京農工大

学職員異動規程を準用する。 

４ 特任教員の配置換等については、教育研究評議会の議を経るものと

する。 



第１３条～第３１条 略 

（兼業） 

第３２条 特定有期雇用職員は、本務遂行に支障がないと認められる場

合、兼業に従事することができる。ただし、特定プロジェクト等又は

特定業務によっては、兼業に従事することを制限することがある。 

 

２ 略 

第３３条～第６１条 略 

 

  附 則 略 

 

第１３条～第３１条 省略（現行どおり） 

（兼業） 

第３２条 特定有期雇用職員は、本務遂行に支障がないと認められる場

合、兼業に従事することができる。ただし、特定プロジェクト等、特

定業務又はＵＲＡ業務の事情によっては、兼業に従事することを制限

することがある。 

２ 省略（現行どおり） 

第３３条～第６１条 省略（現行どおり） 

 

  附 則 省略（現行どおり） 

   

附 則（２３経教規則第１９号） 

この規則は、平成２３年１１月７日から施行する。 

 


